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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨
本論文は,天皇の国家的機能上の存在と一個の人格的存在の二つの側面に注目し,なかでも後者に重点
を置きつつ,幕藩制国家における天皇の政治的位置を論じたものである｡ 全体は,序章を含めて5章から
なり,序章で研究史を総括し,第一章で江戸初期の譲位問題,第二章で幕末の外交情報の奏聞,第三章で
条約勅許問題,第四章で太政官符一件を分析し,それぞれの段階での天皇の政治的位置とその特質とを論
じている｡
1970年代以降,近世における天皇朝廷の研究は,それまでの朝廷と幕府とを対等に置いた関係史として
ではなく,幕藩制国家のなかに天皇朝廷がいかに組込まれたか,幕府が天皇公家をいかに支配したかとい
う観点からなされ,その具体像を明らかにしてきた｡また幕末における天皇の政治的浮上も近世における
変容のなかで起ったとする論調が主要な流れである｡しかし,天皇の人格的存在としての側面が,政治過
程に与えた影響や国家意識をいかに特質づけたかといった点は,ほとんど追及されてこなかった｡
論者は,70年代後半以降の研究が,政治的権限の所在という点に評価の重点を置いたために,天皇の人
格的側面を構造的に位置づけてこなかったとし,まず天皇の人格的側面に注目しつつ,江戸時代初期にし
ばしばみられた譲位をめぐる幕府と天皇の対立を丹念に跡付けた｡そこでは,幕府の譲位反対は,幕朝間
に起きた大事件にマイナスの影響がないよう譲位のタイミングをずらすためのものであったこと,天皇の
意志と行動が幕府の意志の貫徹に一定の影響を及ぼしたこと,幕府による譲位問題解決のための公家への
処罰権発動が効力を発揮したのは,公家社会の存続繁栄を守ろうとする天皇の本能的な責任意識を介して
であり,その背景には天皇の神一天皇中心の国家意識があったこと,を明らかにした｡天皇が屈伏した背
景にある意識についての論者の分析は,これまでの研究が踏込みえなかったものであり,この論文の大き
な成果といえる｡
また論者は,開国にいたるまでの政治過程を奏閲に注目しつつ跡付け,弘化3(1846)年の海防勅書は,
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緊迫した対外情勢がさまざまな風聞を通して天皇公家に極度の不安を引き起こす中で,幕府の意図によら
ずに下されたものであること,幕府によるその後の外交情報の奏閲は,天皇や公家が風聞流言によって過
剰に刺激され動揺することを防ぐためのものであったこと,そうした中で,安政4 (1857)年12月23日,
交渉中の日米通商条約について ｢畿内皇都近国｣を開港地から除外するよう幕府に要請する ｢叡慮｣が下
されたこと,ついで翌安政5年1月の幕府による調印前の条約問題の奏閲は,条約内容に対する朝廷の不
安と動揺が引き起こす政治的混乱を防ぐためになされたものであったことを明らかにし,そしてその奏問
は事実上の条約奏請であり,それまでの事後奏閲の方式から事前奏請-の転換であると論じた｡この論者
の主張は,幕府の行動が大政委任の意識に基づいて天皇朝廷の要請に応じたものとするこれまでの解釈を
退けるものであり,条約奏請にいたる政治過程について論者が示した新たな解釈である｡
ついで論者は,安政5年の条約勅許間適をとりあげ,孝明天皇が ｢畿内皇都近国｣を開港地から除外す
ることに固執し続けたのは,｢畿内皇都近国｣が ｢国家｣にとってもっとも重要な位置を占めていると天
皇が観念していたからであること,同時に伊勢をはじめ代々の祖神に対する天皇の責任意識がそこには反
映していること,そして,かかる神一天皇中心の ｢国家｣が条約問題によって脅かされる恐れがあると天
皇が認識するとき,幕府への不信が生じ,それが条約一件についての全国大名への諮問要請につながった
こと,を明らかにした｡また条約が調印されたことで,将軍が ｢征夷｣の価値を失ったと断罪したことを
指摘し,それは天皇にとって幕府が神一天皇中心の国家のための手段に過ぎなかったことを意味するとし
た｡そして,天皇が条約一件で屈服したのは公家に対する幕府の処罰による ｢朝威之衰｣を恐れたからで
あり,朝廷の存続繁栄が天皇の国家意識のなかでは不可欠のものであった,と論じた｡
さらに,論者は,国家祈癌および莞鐘鋳替に関する太政官符一件を検討し,幕府は,朝廷の祈藤機能を
利用する一方,神武天皇陵の修復については,その政治的影響を考慮して修復の規模を最小限に抑えたこ
と,また焚鐘鋳替を効果的に実施するために ｢叡慮｣を利用し,さらに出された太政官符の内容を改親し
たこと,党鐘鋳替一件が不調に終わると ｢叡慮｣の取り消しを朝廷に求めたこと,を明らかにした｡そし
て,そこに示されているのは,幕府による国家的機能としての天皇朝廷の重視と同時に,そうした機能を
担わされた人格としての天皇の意志の無視であり,幕末における天皇朝廷の権威化は,その国家的機能の
側面に限られていたと論じた｡
論者は,最後に天皇の政治的位置にかかわる二つの側面の問題には,幕藩制国家の国家意識および国家
的機能における隠然たる二元的構造の基本的特質が反映されている,と結論づける｡
以上述べたように,本論文は,人格的存在としての天皇に注目することで,機能的存在面から措かれて
きた幕府と天皇の対立という政治過程をより豊かに措くことに成功し,かつまたこれまでの政治過程,特
に幕末の政治過程についての研究に対し,斬新なる解釈をいくつも提示しており,その成果は高く評価さ
れるべきである｡ しかし,問題がないわけではない｡天皇の政治的位置にかかわる二つの側面と幕藩制国
家の国家意識あるいは国家的機能における二元的構造とを論者は対応させているが,それらは短絡的に直
結対応するものではなく,論をより説得的なものとするには,十分な説明が必要であろう｡ また,日本語
を母国語としない論者にとっては酷とは思うが,文章や用語法が難解であり,若干ではあるが意を十分に
は汲み取れないところがある｡ しかし,こうした点は論者の今後の努力によって克服されるであろう｡
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以上,審査したところにより,本論文は博士 (文学)の学位論文として価値あるものと認められる｡ な
お,1997年2月24日,調査委員3名が論文内容とそれに関連した事がらについて口頭試問を行なった結果,
合格と認めた｡
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